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Ⅰ．経済産業人材育成支援研修生受入事業とは

１． 事業概要

平成19年4月3日に経済連携協定(EPA、

Economic Partnership Agreement)を署

名したタイと我が国双方の産業高度化を図る

ため、タイに進出している日系企業や、日本

企業と取引のある現地企業等から企業単独

型のスキームで1研修生を受入れる際に、基

礎研修の実施や国庫負担による支援はじめ、

各種サービスを提供する事業のことです。

２． 事業目的

我が国が推進する経済連携協定において

は、一方的に相手国の関税削減等を求める

のではなく、｢Win-Win｣型の取組を重視し、

両国の相互発展に資する協定とすることを目

的としています。現在の経済連携交渉相手

の中心であるアセアン各国は、我が国との経

済連携協定締結を契機として、経済成長や

産業の競争力強化の実現を期待しています。よって、EPA の目的により合致している研修計画から優先的に支援

の対象となります。

                                                  
1 財団法人や協同組合が受入れ機関となる団体監理型研修と異なり、受入れ機関は実地研修を実施する企業となります。当社

は企業単独型の研修をサポートする補助事業者という位置づけとなります。
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３． 特徴

当社は本事業において、企業単独型研修の支援を行う補助事業者として経済産業省より選定されました。支援

対象となった研修プログラムに対し、以下のような支援を致します。

① 研修計画内容に対する提案・助言

 研修計画立案時…過去に支援の対象となった研修事例のご紹介や、組み立てた研修計画が各種法

令等に抵触していないかのチェックを致します。

 実地研修実施時…弊社の研修アドバイザーが月に 1 回程度研修実施場所にお伺いし、研修の進捗

状況確認や課題抽出、課題解決をお手伝いさせていただきます。

② 渡航手続きのサポート

③ 基礎研修の実施

入国後、最初の 1 ヶ月(日本語研修免除者の場合は 1 週間)2、当社主催の基礎研修を受講していただき

ます。実地研修時の効果を最大限引き出すため、日本で生活を行う上での基礎的能力やビジネスマナー、

日本語の基礎を学びます。

④ 研修環境の整備

実地研修時の宿舎のご紹介や保険の手配はじめ、研修生を受け入れる現場に、受け入れに際しての心

構え等をまとめた基礎研修の実施を致します。

⑤ 国庫負担による支援

研修に係る費用の最大 3/43を国庫補助により支援致します(上限有)。

４． 支援対象企業に課せられる義務

① 弊社研修アドバイザーの研修進捗状況確認、課題抽出、課題解決活動への協力4。

② 各種アンケート調査等への協力。

③ 研修賛助金及び、附帯事業費の負担。5

                                                  
2 事前の日本語能力テストにて一定の日本語能力（日本語能力検定 2 級程度）を有していることが認められる場合には、日本語

研修を受講しないコース(1 週間)を選択することも可能です。但し、短期間の｢生活基礎能力研修｣、｢ビジネスマナー研修｣、｢日タ

イクロスカルチャー研修｣は受講していただきます。
3 本事業の運営に際して係る費用(当社にて発生する経費)の 1/4 は、支援対象となる企業にて負担していただきます。
4 月 1 回程度の実施を想定しております。
5 3 月 17 日時点では、研修賛助金を研修生 1 名につき 94,500 円(1 ヶ月コース)、附帯事業費を研修生 1 名につき 1 日あたり

3,000 円負担していただくことを想定しております。但し、金額は支援対象案件の状況により変動致します。研修賛助金 94,500
円の中には、基礎研修中に発生する食費・雑費、宿舎費、受講料、宿舎から研修場所までの交通費が含まれ、基礎研修期間中

も、附帯事業費は発生いたします。なお、研修賛助金はご支援が決定した時点でお支払いいただきます。
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Ⅱ．平成 20 年度のコース設定とフロー

事業全体のフローおよび各期毎のスケジュールは以下を予定しております。

まずは研修のスタート日を決定し、当社が主催する基礎研修の受講を盛

り込んだ研修計画を組み立ててください6。組み立てた研修計画は、4 月 18

日(金)までに当社に送付し、審査の申し込みを行います。

審査を通過しましたら、当社が現地の送出し機関に赴き、日本語能力テ

ストを行います。テストの結果、一定の日本語能力に到達していると判断さ

れた7場合には、日本語研修が免除されます(1 週間のコースが適用されま

す)。

基礎研修のコースが決定したら、研修計画を再度見直し、入国手続きに

必要な各種書類を作成します。入国管理局へ在留資格認定証明書の交付申請を行い8、交付後、在タイ日本国大

使館へ行き、査証の申請を行ってください。尚、タイの場合には在タイ日本国大使館への査証申請後に、タイ国

Employment Service Office、Government Service Center への申請も必要となります9。

入国後、最初の 1 ヶ月(日本語研修免除者は 1 週間)は当社にて基礎研修を行います。よって、企業での実地研

修がスタートするのは、入国後 1 ヶ月(1 週間)が経過してからとなります。尚、当社で実施する基礎研修は全て非実

務研修の扱いとなりますが、実地研修へ移って以降も、総研修時間の 1/3 以上非実務研修を行う必要があります。

                                                  
6 研修を初めて実施するためどのように計画を立てればよいのかわからない、もしくは、これまで行ってきた研修と異なる研修を行

うためモデルケースが欲しいといった場合には、別途ご相談ください。
7 日本語能力検定 2 級程度。
8 当社は受入れ機関ではないため、在留資格認定証明書交付申請等の入国手続きは、全て受入れ側の企業にて行っていただ

きます。但し、必要であれば、代理申請の資格を持つ行政書士等の紹介も行っておりますのでご相談ください。
9 入国前であれば、既に入国手続きをされている研修計画でも審査の対象となります。その場合、審査通過後に入国管理局に

研修計画の変更届を提出してください。



Copyrights © 2008 All rights reserved. Staff Service Holdings Co., Ltd.
5 / 14

Ⅲ．支援の対象となる研修計画の条件

支援サービスのお申し込みには、以下の条件を満たす必要があります。既に研修計画が出来上がっている場合

には、以下の条件が満たされているかをご確認ください。また、これから研修計画を立案する場合には、以下の条

件をご確認の上、研修計画を立ててください。

１． 全案件共通の条件

① 実施企業に係る要件

□ 対象となる研修生は、送出し機関と受入れ機関の間に、以下のいずれかの
．．．．．

条件を満たす資本

関係もしくは
．．．．

取引関係がある機関の常勤職員である。

 資本関係

 日本企業が 100%直接出資して設立10したタイの現地法人の常勤職員である。

 日本企業が 50%以上(原則)直接出資している合弁企業の常勤職員である。

※ 設立予定の現地法人もしくは合弁企業の常勤職員も対象となります。

 取引関係

 受入機関と引き続き 1 年以上の取引実績があり、且つ売上または仕入に占める日本企業との

取引割合が 50%以上を占める現地取引先の常勤職員である。

 過去1年間に10億円以上の取引実績があり、且つ売上または仕入に占める日本企業との取引

割合が 50%以上を占める現地取引先の常勤職員である。

□ 過去 3 年間に外国人の研修に係る不正行為11を行ったことはない。

                                                  
10 現地の法律等の都合により、そもそも 50%以上の出資が出来ない業種等につきましては、別途ご相談ください。
11 具体的には、以下のような事例が｢不正行為｣として該当します。

(1) 研修に係る提出書類の内容と相違する事実(二重契約、研修計画との齟齬、名義貸し、その他虚偽文書の作成・行使など)が
ある場合。

(2) 研修生に所定時間外、休日等に活動を行わせるなど、研修ではなく就労活動と認められる行為をさせていた場合。

(3) 研修生に対し、研修手当の不払いや直接払い違反や暴行・監禁、旅券の取り上げ等悪質な人権侵害行為を行っていた場

合。

(4) 研修生の失踪等問題事例が発生した事実を地方入国管理局等に届け出ていなかった場合や、第一次受入れ機関として告示

で定められている監査報告を怠っていた場合。

※ 届出が行われた場合でも、問題事例が外国人による刑事事件等研修制度に対する信頼に重大な影響を与える場合や、

失踪事例のうち、前 1 年間に受け入れた研修生のうち 2 割以上が失踪し、不法在留していて、それが研修の実施体制等

に起因すると認められる場合には、不正行為となります。

(5) 不法就労者を雇用したり、労働関係法規に違反した形態で外国人を就労させた場合。

(6) ｢不正行為に準ずる行為｣に認定された後、改善策を提出して受入れを再開したものの、再度同様の問題を生じさせた場合。

詳しくは、平成 11年 2月法務省入国管理局公表の｢研修生及び技能実習生の入国・在留管理に関する指針｣をご参照ください。
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② 研修計画に係る要件

□ ｢研修資格｣で行う研修である。

※ ｢企業内転勤資格｣で行う研修や、｢短期滞在査証｣を取得して実施する研修は、本事業の支援対

象とはなりません。

□ 当社が提供する基礎研修を受講する研修である。

□ 基礎研修も含め、2 ヶ月以上実施する研修である。

□ 受入れ企業もしくは送出し企業の社内規定に基づき、研修手当を¥2,300/日以上研修生に支給

することが保障されている。

※ 但し、研修手当は¥3,900/日を上限とする実費が国庫補助による支援の対象となります。

□ 修得しようとする技術、技能または知識について 5 年以上の経験を有する、受入れ機関の常勤

職員が研修を行う。

□ 生活指導員を配置している。

□ 研修生が研修中に死亡、負傷、または疾病に罹患した場合における保険(労働者災害補償保険

を除く)への加入その他の保障措置を講じている。

※ 保険の条件に関しては、10 頁をご参照ください。

③ 研修内容に係る要件

□ 修得しようとする技術、技能または知識は、タイでは修得することが不可能または困難なもので

あり、同一の作業の反復によって修得できるものではない。

□ 研修を行う際に使用する設備や技術は、外国為替及び貿易法等関連法規に抵触しない。

※ 研修生が修得する技術が法律に抵触することがあります。事前に、研修を行う際に使用する設備

や技術が外国為替及び貿易法等関連法規に抵触しないかどうか確認してください。

確認追及び対応方法

① http://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.htmlを参考に、｢輸出令別表第1｣に該当する機械

等(設備)に使用の技術の提供はないかを確認する。

② ①で該当した場合、外為令に則り役務取引許可を取得する。

※ 特に、｢ワイヤー放電加工機｣は、輸出令別表1 ｢2項12 工作機械」 ｢6項2 数値制御工作機械」

に、｢測定機｣は、｢6項6 測定機｣等に、該当する恐れがあります。

※ 社内コンプライアンスプログラムが整備されている場合には当該部署に、該当・非該当の判断が

難しい場合には、下記までお問い合わせ下さい。

経済産業省 貿易経済協力局 安全保障貿易審査課

TEL：03-3501-2801
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④ 研修生に係る要件

□ 18 歳以上であり、且つタイ国籍である。

□ 高等学校卒業またはこれに準ずる学力もしくは職歴を有する者である。

□ 帰国後、本邦において修得した技術、技能または知識を要する業務に従事することが予定され

ている。

□ 健康上の問題がない。

⑤ 宿泊施設に係る要件

□ 社員寮及び会社施設を宿舎とする場合、以下の条件を満たしている。

 個室で 4 畳半以上の広さがある。

※ 但し、以下の①～③のいずれかの理由により、｢個室で 4 畳半以上の広さを確保すること｣が不可能

または困難であり、且つイ～ハの条件を全て満たしている場合は、特例の対象となります。

① 研修期間中に複数名で部屋を共有することが社内規定で定められている場合。

② 研修実施場所の立地の問題により、個室を確保することが困難である場合。

③ 生活拠点の拡散により、十分な生活指導を行うことが困難になる恐れがある場合。

イ) 2 名で共有する場合には 6 畳以上、3 名で共有する場合には 8 畳以上の広さが確保されている。

ロ) 可動式のパテーションやカーテン等により、部屋を区切ることができる措置が講じられている。

ハ) 当社の担当により、実際の宿泊場所にイ及びロに準じた措置が講じられていることが確認できている。

 寝具・机・照明器具、その他宿泊に必要な什器・備品が備えられている。

 風呂またはシャワーが備えられている。

 冷暖房器具が備えられている。

 水道光熱費を受入機関が負担している。

※ ホテルを利用する場合、外国人登録ができないことがあります。事前に居住予定地の市

区町村の窓口に確認して下さい。

２． 実務研修12が含まれる場合の条件

□ 実務研修を実施する時間は、研修を受ける時間全体の 2/3 以下である。

□ 外国人研修生の人数は、受入れ機関の常勤職員総数の 1/20 以内である。

□ 研修施設について、労働安全衛生法(昭和 47 年法律第 57 号)の規定する安全衛生上必要な措

置を講じている。

                                                  
12 研修受入会社等の職員とともに生産ラインに入り実際に生産活動に従事しながら技術を学んだり、店頭で商品の販売活動に

携わって商品販売のノウハウを学ぶなど役務の提供を行う形態の業務に従事することにより、技術、技能、知識を習得する研修を

「実務研修」と呼びます。
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Ⅳ．国庫負担による支援対象経費項目と支援額

支援対象経費項目 基準額上限13 支援額上限 参照頁

渡航費 9

滞在費 海外旅行傷害保険 ¥5,000/月 ¥3,750/月 10

宿舎費 (社員寮・借上社宅等) ¥3,000/日 ¥2,250/日 10

宿舎費 (商業用ホテル等)１３ ¥6,000/日 ¥4,500/日 11

研修手当 ¥3,900/日14 ¥2,925/日 11

非実務研修・実務研修費 ¥4,650/日 ¥3,487.5/日 12

国内移動費 12

研修資料の翻訳費 ¥150,000/社 ¥112,500/社 13

□ 支給項目の対象となっている経費総額の 3/4 を株式会社スタッフサービス・ホールディングスが国庫より支

援致します。よって、制度ご利用企業の負担は経費総額の 1/4 となります。

□ 但し、制度ご利用企業には別途附帯事業費(事業運営にあたり当社が費やした経費等)の 1/4を負担してい

ただくことになっております(研修生 1 名につき 1 日あたり¥3,000 程度 14)。予めご了承ください。また、基礎

研修の経費(研修賛助金)が別途¥94,500１５程度(1 ヶ月コースの場合)発生致します。研修賛助金はご支援

が決定した時点でお支払いいただきます。

□ 上記以外に発生する経費は、原則として制度ご利用企業の負担となります。

□ 1 社あたりのご支援は、最大 20 人月15までとさせていただいております。

□ 年度をまたぐ案件については、平成 21 年 3 月 31 日までが支援対象期間となります。

□ キャンセルや計画変更が生じた場合、その時点で発生している実損額を負担していただきます。

                                                  
13 ｢基準額上限｣とは、｢実費に係らず国庫補助による支援額を算出する際に基準となる上限｣のことです。
１３ ホテルを利用する場合、外国人登録ができないことがあります。事前に居住予定地の市区町村の窓口に確認して下さい。
14 研修手当は受入れ企業もしくは送出し企業の社内規定に基づき設定することが可能ですが、¥2,300 以上という下限が設定

されていますのでご注意ください。
14 あくまで 3 月 17 日時点での目安の金額となります。支援対象案件の状況によっては、若干変動する可能性がありま

す。差額は、事業年度の終了後に調整致します。
１５ 研修賛助金¥94,500 の中には、基礎研修期間中に発生する食費・雑費、宿舎費、受講料、宿舎と研修実施場所を往復する

交通費が含まれています。また、基礎研修期間中も附帯事業費は発生いたします。
15 人月＝研修実施月数×研修生人数
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１． 渡航費

研修生が来日に際してかかる費用に対して支援します。

① 支払対象経費

支援対象経費 支援対象金額

航空料金 バンコク ¥110,300 を上限とする実費

チェンマイ ¥116,800 を上限とする実費

燃油特別付加運賃・航空保険別料金 等 実費

出国税１６等 実費

空港施設利用料 実費

※  順路以外で発生するストップオーバーチャージ(途中降機)と旅行代理店の発券手数料は支払の対

象外となります。

② 支払対象期間

 来日：研修開始日 3 日前から

 帰国：研修終了日 3 日後以内

※  対象期間外の出入国に関しては、正当な理由があると認められる場合のみ支払可能とします１７。

※  年度をまたぐ研修の場合は、来日分の経費のみが支給対象となります(往復航空料金額の 1/2)。そ

の場合の航空料金の上限額は、バンコクを利用する場合¥55,150、チェンマイを利用する場合

¥58,400 となります。

③ 入国空港、離日空港、出発空港

 現時点では、基礎研修を福岡で行うことを想定しております。その場合、基礎研修を行う福岡市の最

寄の国際空港である福岡空港から入国するものとします。

 離日空港は、実地研修を行う場所から最も近い、タイへの直行便がある国際空港とします。

 タイ国内における出国空港までの移動に伴う経費は対象外です。

                                                  
１６ 最短順路直行で発生する税
１７ 別途書面による報告が必要となります。
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④ 航空券の購入・手配方法

 航空券はエコノミークラスで往復一括購入が原則となります。

 最短かつ最も経済的な順路直行が原則となります。

 現地旅行代理店の紹介を当社にて行うことができます。送出し機関もしくは受入れ機関で手配してい

ただいても構いませんが、基礎研修開始のタイミングの関係で、利用便は指定させていただきます。

⑤ 渡航費金額の確定

 領収書と航空券記載の金額が異なる場合は、低額の料金を算定根拠とします。

 航空券の発券日の為替レートにて算定します。

２． 滞在費

① 海外旅行傷害保険

 研修生の在日中の傷病等に備えた、傷害保険等に要した費用に対して支援します。

 支援対象金額：実費

※  但し、1 ヶ月あたり¥5,000 を上限とします。

 加入に際しては、表 1 の条件が最低限保障されている保険を選択してください。

【 表 1 ： 研修生に付保する保険の最低条件 】

死亡・後遺障害 500 万円
傷害

治療費用 300 万円

死亡 500 万円
疾病

治療費用 300 万円

賠償責任 1,000 万円

救援者費用 300 万円

② 宿舎費

 研修時の宿泊費用に対して支援します。

 支援対象金額：

 社員寮など会社施設を宿舎とする場合１９： 一律¥3,000 円／泊

 商業用ホテル等に宿泊する場合 ： ¥6,000 円／泊を上限とする実費

                                                  
１９ 民間賃貸アパートの借上げやマンスリーマンションも含まれます。
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社員寮及び会社施設を宿舎とする場合 （マンスリーマンションも含む）

 原則、個室で4畳半以上の広さを有すること。但し、Ⅰ～Ⅲのいずれかの理由により、｢個室で 4畳半

以上の広さを確保すること｣が不可能または困難であり、且つイ～ハの条件を全て満たしている場合

のみ、特例の対象となります。

I. 研修期間中に複数名で部屋を共有することが社内規定で定められている場合。

II. 研修実施場所の立地の問題により、個室を確保することが困難である場合。

III. 生活拠点の拡散により、十分な生活指導を行うことが困難になる恐れがある場合。

イ) 2 名で共有する場合には 6畳以上、3名で共有する場合には 8畳以上の広さが確保されている。

ロ) 可動式のパテーションやカーテン等により、部屋を区切ることができる措置が講じられている。

ハ) 当社の担当により、実際の宿泊場所にイ及びロに準じた措置が講じられていることが確認できて

いる。

 寝具・机・照明器具、その他宿泊に必要な什器・備品が備えられていること。

 風呂またはシャワーが備えられていること。

 冷暖房設備が備えられていること。

 水道光熱費を受入会社が負担すること。

商業用ホテル等に宿泊する場合

 研修実施場所から 60 分以内に適当な会社施設がない場合のみ利用可能。

 冷房・シャワー等、会社施設と同等の条件を満たすこと。

 申請時に領収書の写しを添付 (研修生氏名、宿泊期間、宿泊費の明細付のもの)

 朝食付の場合は宿泊料金の記載が必要。

※ ホテルを利用する場合、外国人登録ができないことがあります。事前に居住予定地の市区町村の

窓口に確認して下さい。

③ 研修手当

 食費、雑費等、滞在中の研修生の日常生活上の諸費用に充てるためのものです。

 支援対象金額 ： ¥3,900／日を上限とし、¥2，300 を下限とする実費

 研修開始日より研修終了日までが支給対象期間となります、一時帰国期間中は支給対象外です。

 原則として、研修生には現金で、前払いにて直接お支払ください。支払の際は研修生の自筆サイン

入りの領収書をもらってください。

 研修生への支払いは相互に管理がしやすいように月単位等で定期的に行ってください。
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領収書について

 書式は自由ですが以下の項目は明記の上、研修生の自筆サインをもらってください。

 研修生氏名

 支払合計額

 支払対象期間

 支払明細

 支払日

３． 実地研修費

 研修期間中の研修生の交通費、指導員人件費等諸手当に充当するための費用に対して支援しま

す。

 支援対象金額 ： ¥4,650／日を上限とする実費

 研修開始日から研修終了日までお支払い致します。

 研修生の入院中、一時帰国期間中はお支払いいたしません。

４． 国内移動費

 研修生の日本国内の以下の移動に伴う交通費に対して支援します。

 来日空港から研修実施場所までの移動

 基礎研修実施場所から実地研修実施場所までの移動

 実地研修地から離日空港までの移動

 支援対象金額 ： 実費

※  鉄道における特急料金(指定席含む)は、新幹線は片道 200km 以上、JR 在来線は片道 100km

以上、私鉄の急行料金は片道 50km(指定席は 100km 以上)を利用した場合にお支払いします。

ただし成田国際空港と京成上野もしくは日暮里間の京成スカイライナー代は支給対象とします。

※  高速バスまたは航空機利用の場合は鉄道利用の場合と比較し、いずれか低額のものをお支払いし

ます。航空機利用の場合は航空券・領収証の写しを申請書に添付してください。

※  公共交通機関以外の方法（自社従業員の送迎、貸切バス・タクシー等の利用）にて移動をした場合

は、実費(ガソリン代、高速道路料金、レンタカー代等）と公共交通機関を利用した場合と比較し、い

ずれか低額のものをお支払いします。支払いの対象となる起点と終点はそれぞれ鉄道の最寄駅と

なります。
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※  実地研修中の宿泊費、往復交通費等は国内移動費の支払対象とはなりません。(研修費に含まれ

ます。)

５． 研修資料の翻訳費

 受入企業が実地研修指導のために資料等を研修生が理解できる言語に翻訳して提供した場合、か

かった費用に対して支援します。

 支援対象金額 ： 実費 (ただし、1 社あたり年度内¥150,000 を上限とします。)

６． 申請・支払方法

① 申請方法

 利用分を研修終了月の翌月 10 日までにご申請ください。

 各費用項目ごとに申請書に必要証憑を添付の上、ご提出願います。

 航空券、海外旅行傷害保険、宿舎費(借上社宅及び商業用ホテルを利用した場合)、国内移動費(飛

行機、タクシー利用時)、外部翻訳機関を利用した場合の翻訳費の申請には、必要証憑２１を添付の

上、ご提出願います。

 研修手当は、領収書に必要項目をご記入の上、研修生の自筆サインを忘れずにもらってください。

② 支払方法

 研修生ごとに以下の金額を算出し、年度決算終了後にご指定の口座にご入金させて頂きます。

(支払金額)  =  (支援対象金額) － (受入企業負担金額) － (附帯事業費)

 当社に対して支払が発生する場合は、年度末決算時に相殺させて頂きます。

 事業運営にあたり要した費用に充当するため、附帯事業費を研修生 1 名につき¥3，000/日程度 22

頂戴致します。

※  本事業終了後(平成 21年 3月 31日)に附帯事業費を算出・確定し、金額に過不足が発生した場合

には、ご精算させていただきます。

 支払先は受入企業側・送出企業側どちらでも問題はありませんが、送出し企業より重複して研修に

かかった費用を受け取らないよう、ご注意ください。

                                                  
２１ 領収書の宛名は、受入企業・送出企業共に、どちらでも対応可能です。
22 平成 20 年 3 月 17 日現在の予定額
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Ⅴ．基礎研修・国庫負担による支援以外のサービス

㈱スタッフサービス・ホールディングスでは、基礎研修の実施及び国庫負担でのご支援に加え、以下の支援サー

ビスを提供しております。ご希望の場合には、㈱スタッフサービス・ホールディングス 国際人材開発チームまでお問

い合わせください。


